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数字でみる相続
　国税庁が発表した「統計年報」によると、平成27年に有

価証券を相続財産として残した被相続人数は「71,762人」

いることがわかりました。この数値は年々伸びており、平成

26年と比べると２万人弱も増えています。有価証券とは、株

式や公債、社債などを指します。有価証券は現金とは違い、

評価額によって課税額が変化する資産です。事前に対策を

しておかなければ多額の相続税を支払うことになりかねません。

　有価証券（特に未上場株式）の評価方法は複雑なものが多いので、専門家と相談して対策を講じることをお勧

めします。今月号の３ページにて自社株相続の失敗事例を取り上げておりますので、そちらをご覧いただき他山の

石として対策をお考えください。相続・贈与について少しでも関心がある方は、お気軽にご相談ください。

71,762人

相続・贈与マガジン



資産安心コラム

　平成29年５月29日から「法定相
続情報証明制度」の運用が開始され
ました。本制度を活用すると、登記
所（法務局）や金融機関などへの手
続きを同時に、かつ低コストで進め
られます。

　「法定相続情報証明制度」は、被相

続人（亡くなった人）の戸除籍謄本

等の代わりとして提出できる書類

を無料で発行できるというもの。発

行枚数に制限はなく、相続登記の申

請手続や被相続人名義である預金

の払い戻しといった各種手続で活

用できます。

　これまでは、相続手続を取り扱う

複数の窓口に、戸除籍謄本等を何度

も提出し直さなければいけません

でした。また謄本の返却がされない

機関もあり、再発行の費用がかかる

こともありました。

　書類を作成するには、登記所へ戸

除籍謄本等の束と相続関係を一覧

に表した図（法定相続情報一覧図）

を提出しなければいけません。提出

すると、登記官が法定相続情報一

覧図に認証文を付した写しを無料

で交付してくれます。交付後はこの

一覧図が戸除籍謄本等の役割とな

ります。

　申出に必要な書類は以下４つです。

□被相続人の戸除籍謄本
□被相続人の住民票の除票
□相続人の戸籍謄抄本
□運転免許証といった申出人
（相続人の代表となって手続
を進める人）の氏名・住所を
確認できる公的書類

　上記以外にも場合によっては「各

相続人の住民票記載事項証明書（住

民票写し）」といった書類の提出を

求められることがあります。

　この制度の申出人となれるのは

相続人ですが、申出人が委任するこ

とで代理人が申出を行えます。代理

人となれるのは、親族のほか税理士

や司法書士、弁護士、社会保険労務

士、土地家屋調査士、弁理士、海事代

理士および行政書士です。本制度に

は複雑な書類処理もあるので、申出

する時間がない方は専門家を代理

人に立てるのもひとつの手です。詳

細は専門家へご相談ください。
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今からできる相続対策

自社株の相続評価額は、不動産や
有価証券といった資産価値に大きく
影響されます。これらの資産価値が
高いと自社株の相続評価額も高額
になってしまい、事業承継で苦労し
てしまうケースも少なくありません。
そんな理由から「株価の安いうちに
株式を贈与や売買で移転・分散させ
た方が、社長の持ち株が少なくなり
相続のときに安心だ」と言われてい
ます。確かに株式を分散して被相続
人の所有数を減らしておけば、相続
の負担は減少するでしょう。ただし、
自社株を分散する際には注意が必
要です。今回は自社株を相続して多
額の損失を招いた、ある経営者の話
を紹介します。

　町工場を経営している太郎氏に

は2人の息子がおり、2人とも太郎

氏の工場に勤めていました。株価

が安いうちに息子へ自社株を譲ろ

うと考えた太郎氏。兄弟仲良く経

営していたことや、ほかに主だっ

た相続資産がなかったことから、

自社株を半分ずつ相続する遺言書

を作成しました。しかし、この判断

がのちに問題を引き起こします。

　太郎氏の相続から数年経って、

この町工場は廃業してしまいまし

た。工場があった敷地に賃貸ビル

を建てて不動産賃貸業に転業する

ことになったのですが、相続した

２人の息子の間で経営方針が対立

し、株式の共有状態を解消するこ

とになったのです。双方の財産価

値を維持するには、兄弟のどちら

かが片方に株式を売却するしか方

法がありません。結局、弟が兄に売

却したのですが、その際、兄は多額

の買取り資金を、弟は多額の譲渡

税を支払うはめになりました。

　今回の問題点は“平等”に自社株

を相続したところにあります。なぜ

平等に分散してはいけないのか？ 

それは経営判断で対立するかもし

れないからです。会社の経営状況

が現状では問題なかったとしても、

将来はどうなるかわかりません。

株式が分散していると、急を要す

る対応が難しくなってしまいます。

　経営判断を行っているのは代表

取締役ですが、この役職は株主に

よる株主総会において選任されま

す。つまり株主の意向次第で、代表

取締役を替えることが簡単にでき

てしまうのです。株式総会の意思決

定は多数決によって決まるので、

過半数の株式を押さえておけば支

配ができます。ただ、「取締役・監査

役の解任」といった重要な案件に

ついては特別決議が開かれます。

ここでは３分の２以上の賛成が必

要ですので、万全を期すなら３分

の２以上の株式を1人もしくは1グ

ループに集中させておきましょう。

　残された方を思っての“平等”な

分散をする方もいるかと思います

が、その判断が必ずしも功を奏す

わけではありません。自社株の生

前対策を考えられている方は、専

門家と相談しながらリスク回避す

ることをお勧めします。
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平等に相続したことで
多額の譲渡税が発生

自社株を分散すると
経営判断時に支障が出る

記事提供：相続・贈与相談センター本部　税理士法人エクラコンサルティング



なかなか聞けない相続Q&A

自社株評価額を抑えるにはどうすればいい？

4

事業承継を検討してい
るのですが、自社株の

評価額が高くて税金が多くか
かってしまいそうです。どうに
かして抑えられませんか？

原則的に自社株は「類似
業種比準価額」と「純資

産価額」の２つの計算方式に
よって評価されます。どちらか
一方、または併用して評価額を
抑えましょう。

　類似業種比準価額は、「類似業

種の株価」に「１株当たりの配

当金」「１株当たりの年利益金

額」「１株当たりの純資産価額」

を加重平均して乗じて計算し

ます。この3つの数値のうち１

つでも下げられれば、類似業種

比準価額を抑えることが可能

です。

Q

A

　類似業種の株価が下がったと

きは贈与としてベストなタイ

ミングですが、いつ下がるかは

わかりません。意図して数値を

抑えられるのは、１株当たりの

配当と１株当たりの年利益金

額です。

　１株当たりの配当を下げよう

として、無配にしてしまうと類

似業種比準価額方式自体が適

用されない恐れがあります。で

すので、通常の配当を最小限に

抑え、特別配当のような継続性

のないものでカバーするとよ

いでしょう。

　１株当たりの年利益金額を抑

えるには、「現経営者に対して

法人税の限度額いっぱいまで

役員退職金を支給する」「経費

性の高い保険（会社が受取人と

なる長期平準定期保険、逓増保

険、養老保険）に加入する」など

があります。

　もうひとつの方式である純資

産価額は、利益積立金の蓄積に

よる内部留保が多い場合や土

地・有価証券の含み益があると

評価が高くなってしまいます。

　そこで、会社を分社化して含

み益のある資産を移転したり、

借入をして自社ビルや工場を新

築したり※する手法があります。

　事前に対策を講じていれば、

自社株の評価額を数分の１ま

で引き下げることは可能です。

　自社株対策について検討され

ている方は、専門家までお問い

合わせください。

※ 減価償却資産を購入
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